[bookmark: hit1]中林かずえです。　日本共産党を代表して、議案第２2号　寝屋川市一般会計予算から、議案第２5号　寝屋川市後期高齢者医療特別会計予算までの４会計に、賛成の立場で討論を行います。
　
まず、一般会計についてです。
　　
第1は、物価高騰支援についてです。

２０２５年度の予算編成に当たっては、物価高騰の下で、市民生活を守ることが最も重要です。
　国に対しては、非課税世帯３万円の給付金だけでなく、物価高騰の一番の特効薬である消費税率の引き下げ、全ての国民に対して、物価高騰支援給付金などを求めるものです。　また、物価高騰に見合う、賃金や年金の引き上げ、社会保障費の負担軽減をはかるべきです。
　　
本市においては、水道料金基本料の4か月分免除の実施を評価した上で、引き続き、市として、財源確保を行い、市民生活に役立つ物価高騰支援策の実施を求めます。
　
今、飲食店をはじめ、多くの市内事業者が、仕入れの高騰で、きびしい営業を余儀なくされています。　市として、市内業者への物価高騰支援策を求めるものです。

第2に、子育て、教育についてです。

学校トイレリメイク3か年事業が、計画通り進んでいることと、小学校体育館のエアコン設置については、災害時避難所となることを考慮した内容になることを評価します。　　　

4月オープンの、学校給食センターでの拡大親子方式による給食提供については、寝屋川市水準を維持し、子どもたちに、温かく、おいしい給食を提供することを求めます。合わせて、小学校給食の無償化の早期実施を求めます。

次に、保育園における、0歳からの、「エージェンシー型教育Act１プラン」を進めるにあたっては、現場の保育士の意見を聞いて進めること、必要な研修を行うことなどを求めます。また、保育士が子どもとしっかり向き合える時間を確保できるよう、必要な職員体制の整備を求めます。
　学童保育における、ディベート教育についても、指導員の意見を聞いていただき、今でも欠員となっている指導員の負担にならないよう、指導員の体制整備を求めます。
　
次に、子どもの権利に関する条例についてです。
条例（案）策定に向けて、審議会が開催されています。　　　権利の主体である子どもの意見が反映されるように、今後、実施予定のパブリックコメントは、年齢制限もないことから、小学生でも提出できることを周知するなど、多様な方法で、子どもの意見を聞く機会の設定を求めます。
　
放課後校庭開放事業については、校区に公園がなく、安全に、安心して遊ぶことができない子どもたちにとって、これまでの校庭開放より、時間が長くなり、長期休業中の利用もできるなど、評価します。今後は、巡回員の複数配置など、安全面での充実を求めます。
　
（仮称）子ども専用図書館については、市直営方式での運営の検討を評価します。　司書については正規職員を配置すること、市民や、市民団体の声を聴いて、運営等に反映することを求めておきます。

次に、大阪万博の子どもの団体参加についてです。
　　学校教育での校外学習については、　安全な移動経路や現場での安全性の確保、学習の狙いなどが、事前の下見を含めて、引率する教師集団で、事前に確認されることが、必要です。　しかし、そのことが確保できていない以上、本市においても、校外学習はやめて、参加の有無は、市民、保護者にゆだねることを求めます。

第3に、高齢者、福祉施策についてです。

　まず、市長申し立て以外の成年後見制度に基づく、申し立て支援と毎月の報酬支援の予算化を評価します。　また、胃がん健診の費用について、現行の2500円を1500円へ引き下げることについても評価します。

地域包括支援センターについてです。
　現時点で市内中学区ごとの１２センター中、８センターで専門職が欠員の状況です。
　2025年度から、専門職の待遇改善を行うことを評価した上で、引き続き、各センターと、個別相談を実施し、市の責任で、専門職の確保を求めます。　
　
次に、加齢性難聴者への補聴器購入補助事業については、　2025年度から、実施自治体が大阪府内17自治体に広がります。　国府に要望するとともに、市としての実施を求めます。

次に、社会福祉協議会の日常生活支援事業についてです。
認知症や障害などで判断能力が不安な人に対し、８人の職員で111人の支援を行っていますが、３７人もの待機者（9か月待ち）がいます。　大阪府と大阪府社会福祉協議会に対し、寝屋川市の実態に見合う予算に増額することを求めます。

次に、自動音声案内システムについてです。
現在、導入している、年金事務所や税務署などの自動音声案内システムは、「なかなかつながらない」や高齢者が利用しにくい、などの問題が現にあります。　システム導入によって、市民が必要な情報を得られなかったり、申請が間に合わなかったりなど、支障がおきないようにすべきです。市民が、一度かければ、職員が対応できる回線を残すことを求めます。

第4に、障がい者施策についてです。

　　千葉県で、７８歳の父親が同居の重度知的障がいの次男を殺害するという、事件がありました。　父親は自宅で世話をするのは「限界」だとして、相談支援事業所に入所を打診したが、他府県を含めて、施設やグループホーム、病院にも入れず、追い詰められての事件でした。
このような悲しい事件を2度とおこさないように、万全の公的支援を求めるものです。

政府は、「地域移行」をすすめ、施設の定員を減らす方針です。そのため、グループホームは増えていますが、重度障がい者が入れない状況があります。

2024年8月の「大阪府による施設入所の待機者に関する実態調査」に対して、本市が提供した資料では、2024年3月31日時点の待機者は４８人で、ほとんどが障がい支援区分４以上の重度で、生活の場は、自宅で家族と同居が29人です。　うち、同居の家族の年齢が70歳以上が55％、うち6人は80歳から８９歳の高齢者が世話をしている実態です。

重度障がい者の入所施設の整備を北河内地域で行うこと、強度行動障がいなどの重度障がい者が安心して利用できるグループホームの設置を求めます。

また、48人以外にも、入所をあきらめて、申請していない障がい者がいる可能性があります。　早急に実態調査を行うことを求めます。
今回、新事業として、「愛情のバトル事業」と「親亡き後のサポートノート普及事業」が、提案されていますので、ひとり1人の障がい者から、聞き取りをする中で、それぞれのケースの実態を十分に把握いただき、必要な支援につなげていくことを求めておきます。

第５に、中小企業・農業振興についてです。

物価、資材高騰の中、市内中小企業の経営はきびしい状況がつづいており、営業支援のとりくみがもとめられます。・事業承継調査にもとづく施策の具体化や創業・商店街補助の拡充などもとめます。
農業問題は深刻です、自給率１％の大阪で、農業・農地振興のとりくみがもとめられます。コメは昨年、店頭から消え、値段が大幅に上がりました。　度重なる減反の強制の中、農業では生活できないと、農業者が大幅に減っています。
寝屋川市も、農業者が高齢化し、若い世代につなげられない状況となっています。農業者に対する価格補償、所得補償など、政府にもとめるべきです。市のとりくみとして、減少し続ける農地を残すために、農地マッチング事業、貸農園事業の拡大などを求めます。

第6に、防災についてです。

　２０２５年度予算案には、防災対策関連の予算が、例年より多く計上されています。
女性の視点からの防災に関する検討会の開催、災害対策用トイレ環境の整備、市立小学校への飲用に供する災害対策用井戸の設置、消防団装備の充実・強化、災害対策用資機材の拡充を評価します。
また、自治会への災害備蓄品購入支援については、自治会の要望を聞いて、備蓄品の内容を決めることについても評価します。
昨年1月1日の能登半島地震の発災、8月8日の南海トラフ地震臨時情報の発表などを通して、いつ発生すかわからない災害に備えて、命を守る対策を講じる必要があります。
　
今後は、市民大訓練のアンケート結果を共有し、校区ごとの課題などを出し合い、市民と共に防災を考える機会を持つこと、地区防災計画の策定に向けては、市が推進することを求めます。

第7に、まちづくりについてです。

人口減少時代、住民が住みつづけられるまちづくりについては、空き家問題の解決が重要課題です。

人口減少と高齢化がすすむ中、空き家の増加は避けられません。国が自治体と協力し、解決に向けて責任をはたすことがもとめられます。
「なるべく早い段階で活用する」こと。空き家バンクを設けて所有者と利用を望む人を結びつける努力が重要です。しかし、寝屋川市の場合、残念ながら登録者はありません。
また。国が住宅セーフティーネット制度をつくり、住宅困窮者に空き家を提供するとしていますが、利用はきわめて少なく、寝屋川市での活用の事例はありません。
空き家増加の背景には、新築住宅優先の住宅施策があります。ひたすら新築をつくるスクラップ・アンド・ビルドの住宅政策の見直しをもとめます。

次に、住みつづけられる住宅の確保についてです。
「住まいの貧困」が言われています。若い世代も高齢の世代も、家賃の安い住宅をもとめています。府営住宅の新築、建て替え、家賃補助制度の創設をもとめます。

次に、公共交通の維持についてです。
３月２３日から寝屋川市内の京阪バスの路線減便が実施されました。事前の説明・合意もなくバス停留所に通知文がはられ、市民から「バスがないと困る。何とか継続できないか」という声が多く寄せられています。
かっては「地方の問題」と言われた、公共交通の確保が都市部でも大変深刻なことが、この間の寝屋川市の状況でも、いよいよ明らかです。

一方、北陸新幹線小浜（おばま）ルートの延伸、8割が地下を通り、３０年後の開通。現状でも５兆円を超える税金を投入の事業です。　しかも寝屋川市内の地下４０メートルを新幹線が通るものです。　こんな事業はやめて、住民の身近な足の確保に、国は財政支出を行うべきです。大阪府も市町村への支援をおこなうべきです。
市の具体的な事業として、乗り合い事業の拡充、公共交通利用促進補助事業の利用の見直しについては、市民周知を含めて、ていねいな対応をもとめます。

次に、香里園駅前のトイレ設置についてです
京阪本線連続立体交差事業がとりくまれ、仮設の駅舎が完成しています。地域の住民からの要望である「トイレ設置」は、新年度の早い時期に設置できるよう、大阪府、京阪電鉄と協議中とのことです。早期の具体化をもとめます。

次に、公共施設のトイレの男女比率についてです。
５月7日開設予定の　駅前庁舎、サービスゲート（アルカスホール横）の各階の大人用トイレは、5階以上を除いて多目的トイレが１か所と、男性、女性用便器が各2個づつです。
　女性がトイレを使用するのにかかる時間は、男性の2～３倍と言われています。　　従って、ソフィア基準（この基準は、日本赤十字の避難所での便器の男女比）では、　便器の男女比率を、男性1に対し女性が3としています。
　今後の公共施設の整備においては、こういう基準などを生かし女性トイレを多くとることを求めます。

次に、平和の取り組みについてです。
2025年度は、終戦、被爆から80年の節目の年です。節目の年にあたり、戦争被ばく体験を語る場を持つことを求めます。

次に、市職員の体制強化、非正規職員の待遇改善についてです。
全国的な課題として、公務員の非正規化の改善が大きな課題になっています。総務省によると、２３年４月時点で全国の自治体職員の２５％が非正規職員です。寝屋川市は４５％で、全国平均を大きく上回っています。
代表質問で紹介した、愛知県みよし市では、市内の民間事業所が非正規職員を正規化した場合、「正規職員雇用転換促進助成金」を支給して、正規化を支援しています。非正規雇用を減らすことが、担税力のある人を増やすことにつながります。
寝屋川市でも、非正規職員の待遇改善、正規職員をふやし、市民福祉の向上をすすめることをもとめます。

次に、自治会組織と行政の役割についてです。
自主的な住民組織である自治会の拡充は重要です。
同時に、自治会への加入は任意です。　住民自身の自主的な取り組みを尊重することが大前提です。　また、自治会は全世帯、全住民が参加する権利をもつものです。
大事なことは、地域における行政の責任を低下させてはならないということです。
行政が、日常生活圏域としての小学校区単位において、さまざまな支援施策をすすめること、公共施設の配置に努めることを求めます。

一般会計の最後に、子ども食堂について意見を申し上げます。
寝屋川市は、２０１７年度から子ども食堂支援事業を実施してきました。財政的な支援、食材などの支援のとりくみについて、評価します。
この間。多くの子どもたちが子ども食堂に参加し、食事の支援、交流の場などがもたれてきたことは、重要なとりくみでした。とくに、多くの子ども食堂が、コロナ禍のもと、中止を余儀なくされたりすることがありましたが、安全対策をとり、活動を継続してきたことは高く評価できるものです。

同時に、子ども食堂の多くは、完全無償ボランティアです。高齢者のスタッフが中心のところも多く、苦労してとりくんでいます。企業や業者のように思うようにいかない、場所も安定して確保できない、１回７，０００円の市の補助金ではやっていけない、などさまざまな困難があります。
市として、子ども食堂の意見をよく聞き、抱えている問題の解決など、寄り添って、ともに考えることが重要です。
ところが今回、来年度の補助金申請にかかわって、寝屋川市の子ども食堂開始当初からがんばってきた複数の団体が、市の補助金を受けられない状況になったことは、まことに残念です。
A子ども食堂は「利用者が月に１６０人にもなり、会食形式で実施することは困難」と市担当者に伝えたが、「補助金の対象にならない」とされたため、補助金申請ができませんでした。「会食形式を８月に実施して、検討したい」との意向もまったく聞かれませんでした。
　A子ども食堂は子ども家庭への訪問をつづけ、気になる子どもたちへの支援をつづけていますが、これも評価されませんでした。A子ども食堂の方は、「子ども食堂の立ち上げの趣旨はいろいろあるのに、補助金がほしかったら、市の決めたことにすべて従えばかりに頭ごしに言うのはいかがなものか」と語っておられます。

B子ども食堂は、コロナ禍で、弁当の配達や取りに来てもらうことが中心になったこと、借りている自治会集会所が狭く、会食形式や居場所づくりがむつかしい状況がありますが、新年度から会食形式で居場所づくりをめざそうとしているのに、補助金申請の結果は否、却下と昨日通知がありました。スタッフでよく相談して、市の要請にこたえようとしている団体も却下されました。

他にも、却下されたＣ子ども食堂の方から、話がありました。ここは２０２０年度から始めた団体です。Ｃ子ども食堂は、昨年７月の子ども食堂には、複数の市職員が見に来ました。７月の子ども食堂は会食形式ですすめられ、庭では小プールも出し、子どもたちの交流・居場所づくりをしていました。その後、何のコメントもなしに、今回の申請は却下されました。「市はいったい何を見に来たのか。わからない」強い憤りの声を上げておられます。

２団体への補助金審査決定通知書では審査結果を否とし、理由は「事業計画書に具体的な記載がなく、補助対象事業についての理解及び取り組み内容並びに効果が不明確なため」としています。
この間がんばってきた団体に大変失礼ではないでしょうか。不十分というなら、話し合いをして、せっかくの補助金が利用できるように、接点をつくる努力をすべきではありませんか。
広瀬市長が「市民のよりそう市政」へ努力されていることを私たちは評価してきました。しかし、この間の子ども食堂の対応に大きな疑問や問題を感じます。
団体からは「子ども食堂の様子はどうですか。いろいろ大変ですね」などの言葉は、市からは聞かれない。チェックされている感じが強い」などの声が出されています。
今回の市の対応、今からでも是正・見直しにとりくむよう、強く求めます。

次に、国民健康保険特別会計についてです。

まず、保険料についてです。
府内統一後、２年目となる2025年度の保険料は、モデルケースで、年間１万2000円下がるものの、府内統一の経過措置が始まる前と比較して、年間９万円も高いものです。引き続き、大阪府の責任で引き下げることを求めます。
　　　
保険証についてです。
10月末月までは、現行保険証とマイナ保険証が併用して利用できます。
11月以降は、マイナカードを発行していない国保加入者や、マイナカードと紐づけていない国保加入者には、現行の保険証と同じ効力のある「資格確認証」が郵送されてきます。
マイナ保険証の加入者は、１１月以降は、マイナ保険証だけになるため、事前に「資格確認書」の発行を申し込むことで併用も可能です。市民周知を求めるものです。
　　　
どちらにしても、市民が病院の窓口で、困らないような対策をとると同時に、マイナ保険証への一本化はやめるように求めます。
尚、無料定額診療と国民健康保険の一部負担金減免制度が裏表になるチラシが、ホームページでダウンロードできることを評価し、医療費が払いにくい市民へ両制度の周知を求めます。

次に、介護保険特別会計についてです。
　要介護認定期間の短縮についてです。
２０２４年１０月～１２月の緊急対策では、未調査分の解消について、市内の介護事業所の協力が大きな力となりました。
引き続く、認定期間の短縮においても、市内事業所からの意見などを取り入れて、協力関係を大事にすることを求めます。
　
次に、特別養護老人ホームの300人の待機者の解消と、介護保険料の市独自の減免制度の所得要件の引き上げなどの拡充を求めます。
　
次に、国がすすめる「制度の持続可能性」の名による、要介護1.2の保険外しや、利用料の２割化、ケアプランの有料化については、サービスを受けられない高齢者を生み出すもので、やめるべきです。
また、ヘルパーの７割が非正規の登録ヘルパーであり、収入が月によって減少するなどの劣悪な働き方となっています。　国に対して、国庫補助金を10％増やして、介護報酬の増額と介護職員の賃上げ、労働条件の改善を要望することを求めておきます。

最後に、後期高齢者医療特別会計についてです。

保険料については、2024年度に、現役世代の負担抑制のため、高齢者の負担増が導入され、高い保険料となっています。
医療費については、２０２２年１０月から導入された、窓口２割負担は、高齢者にとって、大きな負担となっています。
高齢者の暮らしと健康を守る立場から、国負担を引き上げ、高齢者負担の軽減を図ることを求めます。　

尚、文字が小さすぎて高齢者から読めないとクレームのあった「後期高齢者医療制度のしおり」については、本来は大阪府広域連合が改善するべきですが、何年も改善されない下で、市として、大判で作成する改善について、評価します。
　
　最後に、高額療養費の限度額の引き上げについてです。
今年８月からの引き上げについては、がん患者団体などから、治療を続けられないとの多数の意見があがり、来年度予算が修正されました。しかし、２０２８年度までに引き上げるという政府の計画は、変わっていません。　市民の医療にかかる権利を守るために、国に対し、引上げ中止を要請することを求めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上討論とします。　　　　　　　　　　　
